
刊行にあたって

　本書は，銀行業務検定試験「融資管理３級」の受験参考書として刊行され
たものです。
　過去の試験問題については『問題解説集　融資管理３級』に収録されてお
りますが，本書は，試験問題を解くために必要な知識について要点的に解説
し，試験合格に向けてのサポート役として活用していただくことを第一義に
制作されております。
　融資を業務の主な柱とする銀行等金融機関にとって，債権の管理・回収へ
の取組みは，必須の事項です。ここでは必ずしも掘り下げた法律論の勉学が
求められているわけではありませんが，金融機関の行職員は，広汎にわたる
金融法務の知識をベースに，実体法と手続法に基づいた対応と判断が求めら
れることになります。
　銀行業務検定試験「融資管理３級」は，金融機関の行職員の，債権管理・
回収についての知識の習得度を判定しようとするもので，特に融資業務に携
わる方々にとって，本試験にチャレンジすることは，たんに知識の修得度の
確認だけでなく日常業務のレベルアップを確実にするためにも有用であり，
これを広く推奨する所以です。
　本書を『問題解説集　融資管理３級』と併せて有効に活用し，銀行業務検
定試験「融資管理３級」に合格され，もって日常業務推進の一助とされるこ
とを祈念してやみません。
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2 第１章　債権管理

１　銀行取引約定書

⑴　銀行取引約定書とは
　銀行取引約定書は，銀行の与信取引に適用される基本約定

書である。従前，全銀協（全国銀行協会）制定の銀行取引約

定書ひな型（以下「旧ひな型」という）が各行において使わ

れていたが，旧ひな型は平成12年４月18日付で廃止され，各行

の自己責任において銀行取引約定書を取り扱うこととされて

いる。しかしながら，銀行取引約定書の期限の利益喪失条項

等，基本的な部分は踏襲され各行で使用されている。したが

って，ここでは旧ひな型をベースに解説する。

　銀行取引約定書は，第１に，与信取引の基本約定という性

格がある。第２に，銀行取引約定書は融資取引に使用される

融資契約と債権管理1
〈
学
習
上
の
ポ
イ
ン
ト
〉

　融資取引に関する基本約定である，銀行取引約定書の
「全銀協ひな型」は，平成12年に廃止され，各金融機関が
独自の約定書を作成することとされている。しかし「旧
ひな型」の重要事項は各金融機関において踏襲されてい
るため，重要事項は引き続き融資管理上きわめて重要な
役割を果たしている。
　また，当座勘定貸越約定書，支払承諾約定書，消費者
ローン契約書，信用保証協会保証契約約定書など，各種
約定書に関しては多くの出題がある分野であり，それぞ
れの特性を学習する必要がある。

関連過去問題
2019年　問１
2018年　問１
2018年　問９
2016年　問１
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共通約定書である。たとえば証書貸付・当座貸越等の種類ご

とに特有な事項は原則として含まれていないため，個別の約

定書が必要となる。ただし，手形貸付と手形割引は通常個別

の約定書を作成することはなく，銀行取引約定書が個別約定

書の役割を果たしているともいえる。

⑵　効　力
　銀行取引約定書（銀行取引約定書等のようにある種類の取

引についてあらかじめ定型的に定められた契約条項を普通取

引約款という）は，民法等の法律との関係では当事者間の特

約としての効力がある。強行法規に反しない限り，また「権

利濫用」または「信義則違反」等の事実がない限り，契約自

由の原則に則り，銀行取引約定書が融資取引に優先して適用

される。

　個別約定書との関係は，銀行取引約定書は一般約定書とし

て位置付けられているところから，他の個別約定書との間で

矛盾する定めがあれば，個別約定書が優先し，銀行取引約定

書のその部分の効力は失われる。

⑶　構成およびポイントとなる条項
　銀行取引約定書（旧ひな型）の構成は以下のとおりとなっ

ている。

　①　総則的条項：１条，３条，11条，12条，13条，14条

　②�　債権保全条項：２条，５条，６条，７条（７条の２），

８条，９条（９条の２）

　③　危険負担・免責条項：10条

　④　担保・保証条項：４条，保証条項

　以上のうち，融資管理上特に重要な条項は，②の債権保全
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4 第１章　債権管理

条項と④の担保条項である。それぞれの条項の趣旨・概要は

以下のとおりである。

　ⅰ）手形と借入金債務（２条）

　手形貸付等手形による貸付をした場合に，手形債権と原因

債権の行使の順序について，その選択を銀行の任意とする趣

旨である。

　ⅱ）担保条項（４条）

　１項では，債権保全上相当の事由が生じたときは，銀行等

金融機関の請求によって，増担保や保証人を追加するものと

している。

　また，４項では，延滞の発生等，債務者が債務を履行しな

かった場合は，銀行等金融機関が占有している債務者の動

産，手形（代金取立手形等）その他の有価証券は，銀行等金

融機関において取立または処分することができ，取立金等を

延滞貸出等に充当できるものとしている。銀行の場合は，こ

の特約がなくても商事留置権により債権保全を図ることがで

きるが，信用金庫等の商人ではないとされる金融機関の場合

は，商事留置権の行使は認められないため，この特約はきわ

めて重要である。

　なお，この条項に基づき取り立てた代金取立手形が不渡返

還された場合は，さらに裏書人に対する遡求権を行使して取

り立てた取得金を貸出金等に充当することが可能となる。

　ⅲ）期限の利益喪失条項（５条）

　銀行取引約定書（旧ひな型）条項のうちで６条の割引手形

の買戻請求権条項と並び最も重要な条項といえる。期限の利

益喪失条項は，融資先が債務を弁済するについて期限の利益

を有している場合でも，その利益を喪失し，ただちに弁済し

なければならない事由および条件を定める。本条の構成は，
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その事由を１項と２項に分け，銀行が通知催告等をしなくて

も当然に期限の利益を喪失させるもの（当然喪失事由）が１

項に，銀行が請求することによって期限の利益を喪失させる

もの（請求喪失事由）が２項に記載されている。銀行取引約

定書旧ひな型・各行所定の約定書等を参照し，それぞれの項

目の内容を理解しておく必要がある。

　ⅳ）割引手形の買戻し（６条）

　手形割引に適用される買戻請求権発生条項である。手形割

引の法的性質は売買と解されているため，手形割引は通常の

融資（金銭消費貸借）とは異なる側面を有する。手形割引に

おいては５条（期限の利益喪失条項）の適用がないため本条

が設けられており，割引依頼人が買戻義務を負う条件として

の，発生事由およびその範囲，発生時期が規定されている。

５条と同様にどのようなケースで買戻請求権が発生するかを

理解しておく必要がある。

　ⅴ）差引計算（７条）

　銀行が差引計算（相殺・払戻充当）をする場合の規定であ

る。１項において，預金等の期限到来前でも相殺ができるこ

とが明らかにされ，２項においては，相殺に代えて払戻充当

の手段を用いてもよいことを特約している。さらに，３項で

は，差引計算の場合の利息・損害金等は差引計算を実行する

日まで計算すること，これらの利率等は銀行の定めに委ねる

ことを特約している。

　ⅵ）手形の呈示・交付と「とめおき権｣（８条）

　銀行が権利行使等にあたり，手形の呈示・交付を省略でき

る場合を定めている。１項において，原因債権で差引計算す

る場合の手形の取扱いについて，融資先の履行後に返却すれ

ばよいこととして同時履行義務を排除している。２項・３項
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